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1. 概算事業費 

本道の駅の導入機能や施設規模を踏まえ、県内道の駅の実績等から概算事業費を整理しました。 

なお、概算事業費については、現段階における想定であり、今後の基本設計等の検討により変

更となる可能性があります。 

表 初期投資費  

資料４ 

導入機能 施設区分
屋内面積
（㎡）

屋外面積
（㎡）※

単価
（千円/㎡）※

2

金額
（千円）

補助対象施設
（想定）

駐車場(道路休憩施設) 6,500 9 60,100 ◆

駐車場(地域振興施設) 6,500 9 60,100

思いやり駐車場屋根、EV充電設備 － － 36,500 ◆

トイレ 300 463 138,800 ◆

シャワーブース 30 463 13,900 ◆

コンビニエンスストア 170 463 78,700 ◆

情報提供コーナー・無料休憩スペース 170 463 78,700 ◆

670 13,000 － 466,800

農畜産物直売所・特産品販売コーナー 450 463 208,200 ◆

飲食施設 420 463 194,300 ◆

加工施設、ベーカリー 200 463 92,500 ◆

コミュニティスペース・多目的室 100 463 46,300 ◆

屋根付きイベントスペース 250 250 62,500

ドッグラン 300 2 600

ほ場 適宜 － －

ベビーコーナー・キッズルーム 40 463 18,500 ◆

芝生広場 7,500 2 15,000

水広場 500 － 30,300

アスレチック遊具 2,000 － 30,800

全天候型プレイゾーン 400 463 185,100 ◆

1,610 10,550 － 884,100

高速バス停留所 800 9 7,400

パークアンドライド 1,900 9 17,600

RVパーク 300 9 2,800

防災設備等 適宜 － － ◆

0 3,000 － 27,800

附帯施設、バックヤード等 600 463 277,600 ◆

車路・通路等 6,500 9 60,100

従業員用駐車場 1,100 9 10,200

緑地 2,970 6 17,100

外構 5,000 8 39,500

雨水貯留施設 2,250 27 60,800

下水道整備 1,000 100 100,000

600 15570 － 565,300

調査費 － － 35,000

造成費（設計費含む） － － 303,400

設計・監理費 － － － 80,100

418,500

2,880 42,120

2,362,500

2,598,750

什器備品費、ほ場整備費、防災設備等整備費は含まない。

小計

小計

小計

道の駅の
基本機能

IC近接の
立地を活かした

機能

那珂で
つながる機能

合計（税込）

その他

造成、設計等

合計（税抜）

小計※3

小計

※1　雨水貯留施設：m3、下水道整備：ｍ

※2　単価は表記していない小数点以下の数値を含む。

合計面積※3

※3　屋外面積の小計は、雨水貯留施設及び下水道整備を除く。
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2. 支援制度について 

道の駅の整備においては、各省庁の交付金や補助金の制度を活用することが可能です。 

現段階において、想定される補助事業と概算事業費をもとに算出した補助事業の総額を以下に

示します。 

表 現段階で想定される補助事業 

省庁 名称 補助事業の総額※ 

内閣府 
デジタル田園都市国家構想交付金 
（地方創生拠点整備タイプ） 765,935 千円 

（約 7.66 億円） 農林水産省 農山漁村振興交付金 

国土交通省 社会資本整備総合交付金 

 

その他の活用が想定される主な補助事業を以下に示します。今後、本施設の導入機能等を踏ま

えて、いずれの補助事業を活用するか検討を行います。 

表 今後検討予定の補助事業 

省庁 名称 補助率 補助対象の可能性 

農林 

水産省 
食料産業・６次産業化交付金 1/3 等 

加工・直売所の支援体制の整備 

等 

国土 

交通省 
防災・安全交付金 1/2 等 防災拠点の整備 等 

観光庁 
インバウンド安全・安心対策推進事

業 
1/2 

災害時等における多言語対応機

能の強化 等 

厚生 

労働省 
地域子育て支援拠点事業 1/3 

道の駅における子育て支援拠点

の整備 等 

総務省 地域経済循環創造事業交付金 1/2 等 
道の駅の整備に伴う設計・工

事・設備 等 

環境省 

地域レジリエンス・脱炭素化を同時

実現する公共施設への自立・分散型

エネルギー設備等導入推進事業 

1/2 等 
防災・減災に資する再生可能エ

ネルギー設備 等 
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3. 収支シミュレーション 

3.1 概要 

需要予測では、想定される年間利用者数を 77.5 万人と予測しており、この人数に基づき収支

分析を行います。主な仮定項目について、以下に示します。 

 

■主な仮定項目について 

営業日 原則年中無休 

営業時間 9:00～18:00（原則） 

年間利用者数 774,532 人 

平均客単価 950 円/人※ 

※道の駅へのヒアリング結果より 

 

3.2 管理運営体制（想定） 

管理運営手法は、「公設民営（指定管理）」であり、管理運営主体については、「第三セクター」

を前提条件とします。この条件に基づき、管理運営体制（想定）を以下に示します。 

道の駅は、飲食・物販等の収益性が高い収益部門と、トイレや駐車場等の公益部門に分けて考

えます。公益部門に係る管理運営については、指定管理料で賄うことが想定されますが、収益部

門については、独立採算による管理運営も想定されるため、指定管理料の有無等については本収

支分析によって検証することとします。 

収支分析の対象は、指定管理者（第三セクター）の収支とし、良好な収支が期待可能か分析を

行います。飲食スペースについては、シナリオⅠ（直営一部テナント）と、シナリオⅡ（すべて

テナント）の場合を想定し、それぞれのシナリオについて収支分析を行います。 

図 管理運営体制（想定） 

  

那珂市

指定管理者（第三セクター）

農畜産物直売
所・特産品販
売コーナー

飲食スペース フードコート
ベーカリー等

駐車場
トイレ
シャワー

コミュニティ
スペース

パークアンド
ライド
RVパーク 他

直営
直営
又は
テナント

テナント 直営 直営 直営

指定管理料

収益部門 公益部門

全天候型プレ
イゾーン

指定管理料※ 施設使用料

※本収支シミュレーショ
ンにおいて検討
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3.3 部門別運営方針（想定） 

他自治体の道の駅の運営・販売状況等を踏まえ、部門別、施設別の運営方式及び運営方針を以

下のとおり仮定します。 

なお、運営方式及び運営方針（利用料金等の設定）については、今後、管理運営主体との協議

により決定していきます。 

表 部門別運営方針（想定） 

 

  

公益部門

運営方式 運営方針等

直営 来訪した利用者が無料で利用できるものとする。

直営 コイン式シャワー、一回（10分）の利用料金（200円※1）

直営 来訪した利用者が無料で利用できるものとする。

直営 来訪した利用者が無料で利用できるものとする。

直営 定員40名、半日の利用料金（650円※2）

直営 来訪した利用者が無料で利用できるものとする。

直営 24時間の利用料金（900円※3）

直営 1泊の利用料金（2800円
※3

）

※１　県内事例

※２　市内事例（定員40人の会議室・研修室）

※３　県内事例（事例平均）

収益部門

農畜産物直売所

農畜産物 直営 委託販売、販売手数料：15.0％
※1

特産品販売コーナー 直営 委託販売、販売手数料：22.4％※1

レストラン シナリオⅠ 直営 原価率：40％※2

シナリオⅡ テナント テナント料：2200円/㎡・月※3

フードコート、ベーカリー テナント テナント料：2200円/㎡・月※3

※１　農林水産省調査　第三セクターが運営する直売所の全国平均　

※２　経済産業省　中小小売業・サービス業の生産性分析（原価率40％、2021年）

※３　テナント料は道の駅の事例から算出（物販・飲食別、事例平均）

施設

トイレ

シャワーブース

情報提供コーナー・無料休憩スペース

全天候型プレイゾーン

コミュニティスペース・多目的室

ドッグラン

パークアンドライド

RVパーク

飲食スペース
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3.4 指定管理者の収支試算 

前節までの方針に基づき、指定管理者の収支試算を行います。 

 

収益部門の前提条件については、下表のとおりとします。 

表 収益部門（売上）の前提条件  

 

 

シナリオ別に試算した結果を、表（収支分析結果）に示します。その結果、シナリオⅠ（飲食

スペース：直営一部テナント）で 78,472 千円の黒字、シナリオⅡ（飲食スペース：すべてテナ

ント）で 15,714 千円の黒字となり、いずれの場合においても黒字が見込むことが可能です（表：

収支分析結果）。 

よって特に収益部門については、良好な収支が期待できるため、市が指定管理料を支払わない

「独立採算」での運営が可能であり、指定管理者が毎年一定の「施設使用料」を市へ支払うこと

で、市への収入も確保できると考えられます。 

  

収益部門

売上に占める割合[％]

70.0

農畜産物 50.0

特産品 20.0

飲食施設スペース 30.0

レストラン 20.3

フードコート、ベーカリー 9.7

※飲食スペースの売上に占める割合は、面積按分とした。

◆収益部門の売上の2％を施設使用料として市へ納入する。

施設

農畜産物直売所
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表 収支分析結果（シナリオⅠ） 

 

  

シナリオⅠ　レストランを直営とする場合

施設 運営方式
施設面積
（㎡）

㎡単価
(千円/㎡･月)

金額
（千円/年）

粗利額
（千円）

備考

収益部門　A1

農畜産物直売所・特産品販売コーナー 515,064 88,149 売上割合70％

農畜産物 直営 350 ― 367,903 55,185 売上割合50％、販売手数料15.0％（農水省調査）

特産品 直営 100 ― 147,161 32,964 売上割合20％、販売手数料22.4％

飲食スペース 220,742 95,001 売上割合30％

レストラン 直営 420 ― 149,535 89,721 売上割合（面積按分）、原価率：40％（経産省調査）

フードコート、ベーカリー テナント 200 2.2 71,207 5,280 他道の駅の事例よりテナント料を設定

183,150

固定費（収益部門）　A2

維持管理費 12,299

①     建築物保守管理業務 1640 ― 148 ― 「令和５年度庁舎維持管理費要求単価」（国交省）

②     建築設備保守管理業務 1640 ― 2,585 ― 「令和５年度庁舎維持管理費要求単価」（国交省）

③     環境衛生・清掃業務 1640 ― 4,255 ― 他事例より算出

④     警備業務 1640 ― 4,700 ― 「令和５年度庁舎維持管理費要求単価」（国交省）

⑤     外構等維持管理業務 1640 ― 611 ― 他事例より算出

⑥     修繕業務 1640 ― ― ― 大規模修繕は除く、県内道の駅実績に基づき算出

運営費 56,322

①     人件費 ― ― 42,332 ― 県内道の駅実績に基づき算出、人件費50％

②     光熱水費他 1640 ― 13,990 ― 県内道の駅実績に基づき算出

小計 68,620

施設使用料　A3

― 収益部門売上の2％

公益部門　B1

30 ― 1,460 1,460 一日当たりの利用者数を20人と仮定

100 ― 139 139 平日の稼働率50％、休日の稼働率80％と仮定

― ― 8,297 8,297 平日の稼働率20％、休日の稼働率80％と仮定

― ― 1,898 1,898 平日の稼働率20％、休日の稼働率80％と仮定

11,794 11,794

固定費（公益部門）　B2

維持管理費

①     建築物保守管理業務 ― ― 112 ― 「令和５年度庁舎維持管理費要求単価」（国土交通省）

②     建築設備保守管理業務 ― ― 1,954 ― 「令和５年度庁舎維持管理費要求単価」（国土交通省）

③     環境衛生・清掃業務 ― ― 3,217 ― 他事例より算出

④     警備業務 ― ― 3,554 ― 「令和５年度庁舎維持管理費要求単価」（国土交通省）

⑤     外構等維持管理業務 ― ― 462 ― 他事例より算出

⑥     修繕業務 ― ― 2,676 ― 大規模修繕は除く、県内道の駅実績に基づき算出

運営費

①     人件費 ― ― 10,583 ― 県内道の駅実績に基づき算出、人件費20％

― ― 10,578 ― 県内道の駅実績に基づき算出

小計 33,136

収支C = (A1+B1)－(A2+A3+B2) 78,472

14,716

小計Ⅰ（飲食スペース：直営） 735,805

②     光熱水費他

シャワーブース

コミュニティスペース・多目的室

パークアンドライド（68台）

RVパーク

小計Ⅰ（飲食スペース：直営）

費目
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表 収支分析結果（シナリオⅡ）  

 

  

シナリオⅡ　レストランをテナントとする場合

施設 運営方式
施設面積
（㎡）

㎡単価
(千円/㎡･月)

金額
（千円/年）

粗利額
（千円）

備考

収益部門　A1

農畜産物直売所・特産品販売コーナー 515,064 88,149 売上割合70％

農畜産物 直営 350 ― 367,903 55,185 売上割合50％、販売手数料15.0％（農水省調査）

特産品 直営 100 ― 147,161 32,964 売上割合20％、販売手数料22.4％

飲食スペース 220,742 16,368 売上割合30％

レストラン テナント 420 2.2 89,721 11,088 他道の駅の事例よりテナント料を設定

フードコート、ベーカリー テナント 200 2.2 42,724 5,280 他道の駅の事例よりテナント料を設定

104,517

固定費（収益部門）　A2

維持管理費 12,299

①     建築物保守管理業務 1640 ― 148 ― 「令和５年度庁舎維持管理費要求単価」（国交省）

②     建築設備保守管理業務 1640 ― 2,585 ― 「令和５年度庁舎維持管理費要求単価」（国交省）

③     環境衛生・清掃業務 1640 ― 4,255 ― 他事例より算出

④     警備業務 1640 ― 4,700 ― 「令和５年度庁舎維持管理費要求単価」（国交省）

⑤     外構等維持管理業務 1640 ― 611 ― 他事例より算出

⑥     修繕業務 1640 ― ― ― 大規模修繕は除く、県内道の駅実績に基づき算出

運営費 40,447

①     人件費 ― ― 26,457 ― 県内道の駅実績に基づき算出、人件費50％

②     光熱水費他 1640 ― 13,990 ― 県内道の駅実績に基づき算出

小計 52,746

施設使用料　A3

― 収益部門売上の2％

公益部門　B1

30 ― 1,460 1,460 一日当たりの利用者数を20人と仮定

100 ― 139 139 平日の稼働率50％、休日の稼働率80％と仮定

― ― 8,297 8,297 平日の稼働率20％、休日の稼働率80％と仮定

― ― 1,898 1,898 平日の稼働率20％、休日の稼働率80％と仮定

11,794 11,794

固定費（公益部門）　B2

維持管理費

①     建築物保守管理業務 ― ― 112 ― 「令和５年度庁舎維持管理費要求単価」（国土交通省）

②     建築設備保守管理業務 ― ― 1,954 ― 「令和５年度庁舎維持管理費要求単価」（国土交通省）

③     環境衛生・清掃業務 ― ― 3,217 ― 他事例より算出

④     警備業務 ― ― 3,554 ― 「令和５年度庁舎維持管理費要求単価」（国土交通省）

⑤     外構等維持管理業務 ― ― 462 ― 他事例より算出

⑥     修繕業務 ― ― 2,676 ― 大規模修繕は除く、県内道の駅実績に基づき算出

運営費

①     人件費 ― ― 10,583 ― 県内道の駅実績に基づき算出、人件費20％

― ― 10,578 ― 県内道の駅実績に基づき算出

小計 33,136

収支C = (A1+B1)－(A2+A3+B2) 15,714

シャワーブース

コミュニティスペース・多目的室

パークアンドライド（68台）

RVパーク

小計Ⅰ（飲食スペース：直営）

②     光熱水費他

費目

小計Ⅰ（飲食スペース：直営） 735,805

14,716
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3.5 損益分析 

シナリオⅠ、シナリオⅡのそれぞれについて、年間利用者数が変動した場合における、損益分

析を行いました。その結果、シナリオⅠで年間利用者数が 40.2 万人を超えれば黒字、シナリオ

Ⅱで 60.9 万人を超えれば黒字を見込むことが可能です。 

 

 

-60,000

-40,000

-20,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

20万人 30万人 40万人 50万人 60万人 70万人 80万人 90万人

シナリオⅠ（レストラン：直営）

シナリオⅡ（レストラン：テナント）

営業利益（千円） 77.5万人

年間利用者数（人）

20万人 30万人 40万人 50万人 60万人 70万人 80万人 90万人

シナリオⅠ（レストラン：直営） -42,552 -21,487 -423 20,642 41,707 62,772 83,837 104,902 402006

シナリオⅡ（レストラン：テナント） -38,758 -29,277 -19,796 -10,315 -834 8,647 18,128 27,609 608793

年間利用者数 損益分岐点
（年間利用者数）


